予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名　パーソナル・サポート・モデルプロジェクト事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部労働雇用課就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3125 ）

　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部労働雇用課就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3136）
　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        181,275千円（前年度予算額：　130,000 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一　般

財　源

	前年度
	130,000
	130,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	181,275
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※181,275

	決定額
	181,275
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	※181,275


※うち180,775緊急雇用創出事業臨時特例基金繰入金充当
２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
失業等の経済的な問題や引きこもり等による社会からの孤立など様々な課題を複合的に抱えた結果、相談者自身が係る問題を正確に把握できないケースも多く、一方的で、対象者別・支援制度別の縦割りによる支援では、相談者が必要な支援制度にたどり着けない現状がある。

そのため、相談者の抱える問題の全体を把握した上で、相談者のニーズに合わせたオーダーメード型の支援を行う必要がある。
（２）事業内容

①自立相談支援
　　　生活困窮者が経済的困窮、社会的孤立から脱却するとともに、親から子への「貧困の連鎖」を防止するための自立生活支援プランの作成や各機関との連携によるチーム支援を行う。

②多様な就労支援

　　　就労支援実施協力事業所で一般就労が困難な方に対して、多様な就労体験の場の提供、生活習慣の指導を実施する。

③家計再建支援

　　　金銭管理ができない方等に対する家計再建指導員による指導を行う。
　④学習支援
　　　生活困窮家庭の子供に対する学習支援や保護者への進学助言を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

      平成２６年度末において岐阜本所及び東濃支所について事務所の撤去を予定しており、当該経費の財源は基金事業対象外であるため、県費負担としている。
（４）類似事業の有無
　　　なし。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	旅費
	    430
	プロポーザル審査員旅費及び業務旅費

	需用費
	1,664
	事務所光熱費・修繕費、消耗品費等

	役務費
	430
	事務所定期清掃費等

	委託料
	169,843
	パーソナル・サポート事業委託料

	工事請負費
	500
	事務所撤去費用

	その他
	8,408
	プロポーザル審査会委員報償費及び事務所等賃借料

	合計
	181,275
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

　　　平成25年度は全国で６８の自治体が本事業を実施。
（２）後年度の財政負担
　　　なし。
（３）事業主体及びその妥当性
　　　本事業は、内閣府が行っていたパーソナル・サポート・モデル事業の後

継事業であることから、引き続き県において実施されることにより事業の効率性を高めることができる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　病気・障害・離職等により貧困・困窮の状態にあり、経済的に自立を希望しながら、その実現が様々な問題を抱える者に対して、専任の相談員が、相談者のニーズに応じて、個別的・継続的にカウンセリングを行うとともに、必要なサービス（支援制度）に「つなぐ」、「もどす」などのコーディネートを行い、ハローワークなどの関係機関と連携しながら、経済的自立まで一貫して伴走支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	利用者数（人）
	1,485
（H23）
	（H  ）
	3,748
（H24）
	3,748
（H24）
	4,500
（H26）
	％
83.3

	就職決定者数（人）
	70
（H23）
	（H　）
	80
（H24）
	80
（H24）
	100
（H26）
	％
80.0


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

離職等により貧困・困窮の状態にあり、経済的に自立を希望しながら、その実現が様々な 問題により困難な者に対して、個別的・継続的・横断的に各種支援制度の調達・調整などを コーディネートするとともに、カウンセリングを行い、寄り添い・伴走して経済的自立を支援している。また、現在、大垣市、美濃加茂市、可児市において出張相談会を実施しているが、今後、市町村と連携を図りながら出張相談会の会場を増加させていく。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　年々利用者が急増しており、毎年1,000人以上の増となっている。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	生活困窮者等の社会的孤立からの脱却や就労につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　利用者、就職決定者も順調に伸びている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各地域の相談室は、無料で賃貸できる公共施設を利用しており、事業の効率性を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
「パーソナル・サポート・センター」の利用者の多くが多重困難者であり、統合失調症など精神的な疾患を患っている者や発達障害・人格障害などの者も少なくない。

　そのため、就職などの経済的自立を支援していく前に、精神的に安定して、普通に生活していくこと自体できない者も多く、医療機関、保健所（医療･保健福祉）、障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター(生活自立訓練･職業訓練 ･ｼﾞｮﾌﾞﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ等）といった多岐にわたる機関と連携が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成27年度以降は、自立相談支援が福祉事務所設置自治体（市福祉事務所等）において行われることになるため、平成26年度においてはいかに県が蓄積したノウハウを福祉事務所設置自治体に伝授し、円滑な事業実施ができるようサポートする必要がある。


